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救急医療の体制構築に係る指針 

 

我が国の救急医療の需要は増加傾向にある。救急搬送人数を例に取ると令和元年には過

去最多の約 598万人となった1。令和２年には、新型コロナウイルス感染症のまん延の影響

により約 529 万人に減少したが、救急医療の需要が増加する傾向は今後も続くことが予想

される2。救急医療資源に限りがある中で、この需要に対応しつつ、より質の高い救急医

療を提供するためには、地域の救急医療機関が連携し、地域が一体として小児救急、周産

期救急、精神科救急を含め、全ての救急患者に対応できる救急医療体制を構築することが

重要である。 

本指針では、「第１ 救急医療の現状」で救急医療の需要及び供給体制について概観し、

次に「第２ 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示し

ている。 

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第３ 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また必要となる医療機能を理解した上で、地域の実情に応じて圏域を

設定し、その圏域ごとの医療機関とそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には

都道府県全体で評価を行えるようにすること。 

 

第１ 救急医療の現状 

１ 救急医療をとりまく状況 

わが国における救急医療の受療動向は、およそ以下のとおりになっている。 

(1) 救急患者数 

一日の救急患者※は、全国で約５万人であり、うち約 1.3 万人が入院していると

推測される3。 

※ 救急患者 

救急車等によって救急搬送される患者や、休日・夜間等の通常の診療時間外

に医療機関を受診する患者等を指す。 

(2) 救急搬送人員数 

救急搬送人員は、平成 22 年に約 498 万人であったが、令和２年には約 529 万人

（31万人、6.2％増）を数えるなど、増加傾向にある 1。その背景として、主に、高

齢化の進展が挙げられている。 

(3) 高齢者救急の増加 

救急搬送された高齢者（満 65 歳以上）についてみると、平成 22 年には約 254 万

人であったが、令和２年には、約 330 万人を数え、この 10 年間で約 76 万人増とな

っている。令和２年における救急搬送人員の約 62％を 65 歳以上の高齢者が占めて

おり、後も、高齢者の増加に伴い高齢者救急の件数は増加するものと見込まれる。 

(4) 疾病構造の変化 

昭和 41 年には、救急搬送全体のおよそ半数を交通事故等による外傷患者が占め、

急病は 39.9％（15.3 万人）を占めるに過ぎなかった。ところが、平成 22 年には急

病が 61.8％（約 308 万人）、令和２年には、65.2％（約 345 万人）を占めるに至り
1、この 10年間で急病の救急搬送人員は 37万人増加している。今後も急病の対応が

 
1 総務省消防庁「令和３年版 救急・救助の現況」（令和３年） 
2 総務省消防庁「令和３年度 救急業務のあり方に関する検討会報告書」（令和４年３月） 
3 厚生労働省「患者調査」表番号 31（令和２6 年） 
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増加し、特に、高齢者救急の増加に伴い、脳梗塞、肺炎、心不全、骨折などによる

入院が増加するものと見込まれる。 

(5) 救急患者の動向 

令和２年における急病の救急搬送人員のうち、「重症」と「死亡」に分類された

数をみると、「心疾患等」が最も多く約 8.6 万人、次いで「症状・徴候・診断名不

明確の状態」が約 7.6 万人、「脳疾患」が約 6.6 万人となっている。急病のうち死

亡が最も多いのは、「心疾患等」であり、「死亡」に占める割合は 40.7％ある 1。 

したがって、重篤な患者の救命救急医療体制を構築するに当たって、重症外傷等

の外因性疾患への対応に加えて、脳卒中、急性心筋梗塞等の生活習慣病に起因する

急病への対応が重要であるほか、初診時に「症状・徴候・診断名不明確」の状態で

ある患者への対応が必要である 1。 

また、救急搬送される傷病者で急病に分類されるもののうち、診療の結果として

帰宅可能な「軽症」が 46％程度を占める 1。この中の一部には不要不急にもかかわ

らず安易に救急車を利用している例も散見される 2。救急車の不要不急な利用は、

救急搬送を実施する消防機関に負担をかけるのみならず、救急医療機関にも過重な

負担をかけることになり、ひいては真に救急対応が必要な者への救急医療に支障を

来す結果となる。このことについて、住民に理解を促すことが重要である。 

このような状況に対して、総務省消防庁においては、「救急車利用マニュアル」

や「救急受診ガイド」等の活用により国民の理解を求める等、救急車等のより適切

な利用を促すための啓発活動が行われている他、緊急性の高い傷病者に確実に救急

医療資源を提供するため、傷病の緊急度に応じた適切な救急対応について相談に応

じる電話相談事業が進められている。 

(6) 精神科救急医療の動向 

各都道府県において、地域の実情に応じた精神科救急医療体制が整備されている。

精神病床を有する総合病院における入院患者を対象とした厚生労働科学研究では、

身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とする患者の発生する割合は人口

１万人対年間 2.5件と推計されている4。救命救急センターの入院患者を対象とした

厚生労働科学研究では、12％の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2％

の入院患者は身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とするとの報告5が

ある。 

 また、総務省消防庁の調査では、令和２年中の疾病分類別収容平均所要時間（入

電から医師引継ぎまでの時間）において、全体の平均が 40.6 分であったのに対し

て、事故種別が「急病」で、さらに精神疾患を主な理由として搬送された傷病者の

平均は約 44.2 分と長かった 1。このように精神疾患を主な理由として搬送された傷

病者の搬送に時間を要している現状があり、適切なトリアージと精神科救急体制と

の連携が必要とされている。 

(7) 新型コロナウイルス感染症まん延時の救急医療の動向 

新型コロナウイルス感染症まん延等においては、新型コロナウイルス感染症患者

受入専用の初療室を確保したことによる救急初療室の減少、新型コロナウイルス感

染症疑い患者を救急外来内で隔離するために同時に受け入れが可能な救急患者数が

減少したこと、入院が必要な患者に対する新型コロナウイルス感染症のスクリーニ

 
4 厚生労働科学研究「精神科医療、とくに身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する研究」（主任研究

者 黒澤尚）（平成 19 年） 
5 厚生労働科学研究「精神科病棟における患者像と医療内容に関する研究」（主任研究者 保坂隆）（平成

18 年） 
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ングによる待機時間の発生などが生じたことから、救急外来の機能が制限された。

また、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる病床を確保するために相対的に

一般病床が減少したこと、医療従事者が濃厚接触や感染によって出勤できなくなる

ケースが増加したことによる人員不足、さらに、退院や転院が滞ることによる出口

問題などが生じたことから、入院病床の機能も制限された。このように、救急外来

や入院病床における複合的な要因によって、救急患者の受入れが困難になる事案が

全国的に増加し、救急医療における様々な課題が顕在化した。 

 

２ 救急医療の提供体制 

救急医療の提供体制は、およそ以下のとおりとなっている。 

(1) 医療機関の受診や救急車の要請に迷う場合の相談機能 

近年の救急搬送人員の増加に伴い、総務省消防庁においては、救急車等のより適

切な利用を促すための啓発活動の一環として、「救急車利用マニュアル」や「救急

受診ガイド」等を活用して国民の理解を求めるほか、傷病の緊急度に応じた適切な

救急対応について相談に応じる「救急安心センター事業（♯7119）」を実施してお

り、厚生労働省と連携し全国展開にむけた普及活動を進めている。 

 また、厚生労働省においては、休日・夜間の子どもの症状に対応するための電話

相談窓口である「子ども電話医療相談事業（♯8000）」を全都道府県で実施してい

る。 

(2) 病院前救護活動 

① 市民への救急蘇生法の普及と自動体外式除細動器(AED)の設置 

これまで様々な主体によって、救急蘇生法の講習が行われてきた。例えば、消

防機関が主体となって実施する普通救命講習だけでも、令和２年中、37万人が受

講している 1。 

この結果、令和２年中に救急隊員によって搬送された心肺機能停止傷病者のお

よそ 51.5％に対して家族等による人工呼吸や胸骨圧迫等の救急蘇生法が実施され

ており、その割合は毎年上昇している 1。 

平成 16 年より一般住民の使用が可能となった AED については市中（病院外）

での設置が急速に広がり、全国で 60 万台（累積）が設置されるに至り6、地域住

民の病院前救護活動への参加が今後さらに期待される。 

② 消防機関による救急搬送と救急救命士及びメディカルコントロール体制 

救急隊は、原則として、一定の応急処置に関する教育を受けた３名以上の救急

隊員により構成されている。１隊につき１名以上の救急救命士が配置されること

を目標に救急隊の質の向上が図られており、令和３年４月には 99.5％の救急隊で

救急救命士が同乗している 1。 

救急救命士については、メディカルコントロール体制の整備を条件として、救

急救命処置の範囲が拡大され、平成 26 年４月からは心肺機能停止前の傷病者に

対する輸液等が可能となった。また、令和３年 10 月に改正救急救命士法が施行

され、「病院前」から延長して「救急外来※まで」においても、救急救命士が救急

救命処置を実施することが可能となった。医療機関で働く救急救命士においても、

業務の質を担保する仕組みとして、救急救命士に対する研修と、研修体制等を整

備する委員会の設置が義務づけられた。 

 
6 厚生労働科学研究「心臓突然死の生命予後・機能予後を改善させるための一般市民による AED の有効活

用に関する研究（主任研究者 坂本哲也）（平成 27 年度） 
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※ 救急外来 

救急診療を要する傷病者が医療機関に来院してから入院に移行するまで 

（入院しない場合は、当該医療機関に滞在している間）に必要な診察・検

査・処置等を提供される場のことを指す。 

傷病者への対応については、救急救命士を含む救急隊員（以下「救急救命士等」

という。）の標準的な活動内容を定めたプロトコール（活動基準）が策定され、

全国に普及している。これによって、救急救命士等が傷病者に対してより適切に

観察、判断、処置を行えるようになり、救急救命士等の資質が向上し、業務が標

準化された。 

これらプロトコールの作成、薬剤投与等を行う救急救命士への指示・助言及び

救急救命士の行った活動の事後検証等を行うメディカルコントロール体制※につ

いては、各都道府県にメディカルコントロール協議会を設置するなど、全国的に

整備されてきた。しかし、地域によっては、プロトコールの策定状況の見直しを

定期的に行っていないところもあるなど、その活動実態には地域差があることが

指摘されている7。医療機関に所属する救急救命士の活動も含めて、地域のメデ

ィカルコントロール体制の一層の充実強化が必要である。 

※ メディカルコントロール体制 

病院前救護におけるメディカルコントロール体制とは、①事前プロトコー

ルの策定、②救急救命士に対する医師の指示体制及び救急活動に対する指

導・助言、③救急救命士の再教育及び④救急活動の医学的観点からの事後検

証を行う体制のことであり、これらの充実を図ることにより、病院前救護に

関わる者の資質向上と地域における救命効果の更なる向上を目的とする。こ

れらに加えて、メディカルコントロール協議会の役割として、⑤地域の救急

搬送体制及び救急医療体制に係る検証、⑥傷病者の受入れに係る連絡体制の

調整等の救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整を行うこととしている。 

平成 13 年以降、メディカルコントロール体制の整備が進められ、全都道

府県と 251 地域にメディカルコントロール協議会が設置されている（令和２

年１月現在）。適正な搬送先の選定や円滑な救急搬送受入体制の構築に向け、

メディカルコントロール協議会等をさらに活用する必要がある。 

③ 搬送手段の多様化とその選択 

従来の救急車に加え、ドクターカーや救急医療用ヘリコプター（ドクターヘ

リ）※、消防防災ヘリコプター等の活用が広まりつつある。 

ヘリコプターによる救急搬送については、ドクターヘリが 46 道府県 56 機（令

和４年４月現在）で運用され、その出動件数は年間 29 千件（平成 30 年度）に上

る。また、消防防災ヘリコプターについても全国で 76 機（令和３年 11 月現在）

が運用され、救急搬送のために年間 2.4 千件近く出動している 1。都道府県によ

っては、より効率的なドクターヘリの運航を行うため、近隣都道府県と協議し、

ドクターヘリが都道府県境を越えて運航する広域連携が行われている。 

今後も、緊急度が高く、患者の治療を行う医療機関への搬送が長距離におよぶ

患者に対しては、ヘリコプター等の利用が期待される。 

※ 救急医療用ヘリコプター（ドクターヘリ） 

救急医療用ヘリコプター（ドクターヘリ）を用いた救急医療が傷病者の救

命、後遺症の軽減等に果たす役割の重要性をかんがみ、ドクターヘリを用い

 
7 消防庁「メディカルコントロール体制に関する実態調査結果（解説版）」（平成 28 年 12 月 28 日） 
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た救急医療の全国的な確保を図ることを目的に、救急医療用ヘリコプターを

用いた救急医療の確保に関する特別措置法（平成 19 年法律第 103 号）が、

平成 19年６月 27日に施行された。 

同法第５条に基づき、都道府県が医療計画を策定するに当たって、ドクタ

ーヘリを用いた救急医療の確保について定めるとき又は変更するときには、

「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療を提供する病院に関する事項」

について記載すること、並びに「都道府県において達成すべき救急医療用ヘ

リコプターを用いた救急医療の確保に係る目標に関する事項」及び「病院の

医師、消防機関、都道府県及び市町村の職員、診療に関する学識経験者その

他の関係者の連携に関する事項」について記載することに努めることが求め

られる。 

④ 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準（実施基準）の策定と実

施 

平成 18 年から平成 20 年にかけて、搬送先の病院を探して複数の救急医療機関

に電話等で問い合わせても受入医療機関が決まらない、いわゆる受入医療機関の

選定困難事案が発生したことを契機として、平成 21 年５月に消防法（昭和 23 年

法律第 186 号）が改正され、都道府県に、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実

施に関する基準（以下「実施基準」という。）の策定及び実施基準に係る協議、

調整等を行う協議会（以下「法定協議会」という。）の設置等が義務付けられて

いる。現在、全ての都道府県において実施基準が策定済みとなっており、今後は、

実施基準のより円滑な運用及び改善が必要なため、法定協議会（メディカルコン

トロール協議会等をこれに位置付けることも可能）において実施基準に基づく傷

病者の搬送及び受入れの実施状況の調査及び検証を行い、必要があるときは実施

基準の見直しを行うなどにより、傷病者の状況に応じた適切な搬送及び受入体制

を構築することが期待される。 

一方、受入医療機関の選定困難事案は依然存在しており、救急医療機関が搬送

に応じられない原因として「手術中・患者対応中」、「処置困難」、「ベッド満床」、

「専門外」、「医師不在」等が挙げられている8。特に、新型コロナウイルス感染

症のまん延時においては、前述のように救急外来や入院病床の機能が制限された

ことにより、救急患者の受入れが困難になる事案が増加した。（第１の１⑺参照） 

この問題を解消するためには、受入困難の原因を詳細に把握分析し、それぞれ

の地域の実状に応じて消防機関と救急医療機関（小児救急、周産期救急、精神科

救急を含む。）とが一体となり対応する必要がある。 

これまで、各都道府県において、救急医療機関から情報を収集し、医療機関や

消防機関等へ必要な情報提供を行い、救急医療に関わる関係者の円滑な連携を構

築することを目的に、救急医療情報センターを整備し、診療科別医師の在否や、

手術・処置の可否、病室の空床状況等の情報を共有してきた。こうした取組に加

えて、新型コロナウイルス感染症のまん延時おいては、各医療機関の入院受入可

能病床等について、都道府県内の関係者間で情報を共有し、いわゆる「医療の見

える化」を進めるため、医療機関等情報支援システム（G-MIS：Gathering 

Medical Information System）が構築され、新型コロナウイルス感染症患者の入

院調整等に活用された。 実施基準の運用により受入医療機関の選定困難事案を

 
8 消防庁「平成 27 年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果」（平成 26 年 12 月） 
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解消していくためには、これらの取組が地域の実情に応じて、より実効的かつ有

効的なものとなるよう改善していく必要がある。 

 また、近年、救急隊が心肺停止傷病者の心肺蘇生を望まないと伝えられる事案

の対応について、多くの消防本部で課題として認識されている。総務省消防庁が

全国の消防本部を対象に調査を行ったところ、心肺蘇生を望まない傷病者への対

応方針を定めていると回答した本部は、399 か所（55.0%）（令和２年度調査）か

ら 446 か所（61.6％）（令和３年度調査）と増加しており、地域において対応方

針の検討が進められている。 

⑶ 初期救急医療を担う医療機関（初期救急医療機関） 

初期救急医療は、診療所及びそれを補完する休日夜間急患センターや在宅当番医

制において、地域医師会等の協力により実施され、救急搬送を必要としない多くの

救急患者の診療を担ってきた実績がある。 

しかし、曜日、時間帯や初期救急を担う医療機関の診療科などが限定されている

ことにより、入院を要する救急医療を担う医療機関に、多くの軽症患者が直接受診

することもあり、結果として、入院を要する救急医療を担う医療機関が本来担うべ

き救急医療に支障を来す可能性が指摘されている。今後も軽症患者の救急需要の増

大が予想される中、地域の実情に応じた初期救急医療を構築する必要がある。 

⑷ 入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療機関） 

これまで、病院群輪番制病院や共同利用型病院等の整備が進められ、地域の入院

機能を担う救急医療機関の確保が図られてきた。 

多くの地域でこれらの体制が取られているが、その活動の実態は様々である。例

えば、病院群輪番制において、輪番日であっても救急患者をほとんど受け入れない

救急医療機関がある一方で、輪番日にかかわらず多くの救急患者を受け入れている

救急医療機関があり、輪番制という実態を伴っていない地域もある9。 

今後は、活動の実態に即して、救急医療機関としての役割を評価していく必要が

ある。 

また、輪番制病院制度は、地域の救急医療を担う人材をはじめとする医療資源が

限られている中で、医療資源を分散して整備する必要があることや、住民・消防機

関にとってどの医療機関が当番を担っているか等が分かりにくいといった問題も踏

まえ、一年を通じて、診療科にかかわらず広く救急医療を行う医療機関が参加する

よう検討する必要がある。その際、今後の高齢化・人口減少に加え、医師の働き方

改革への対応等により医療資源の効率的な活用がより重要となることも踏まえ、地

域医療構想による医療機能の分化・連携の取組もあわせて検討する必要がある。 

入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療機関）は、脳卒中や急性

心筋梗塞等に対する専門的な医療を要する患者を含め、救急搬送される患者の大部

分を受け入れてきたが 1、今後は、特に増加が見込まれる高齢者救急についても、

主な受入れ先としての役割を担う必要があり、当該医療機関の更なる充実と救命救

急医療機関（第三次救急医療機関）との役割分担の明確化が必要である。 

⑸ 救命救急医療機関（第三次救急医療機関） 

① 救命救急センター・高度救命救急センター 

救命救急医療を担う救命救急センターは、当初 100 万人に１か所を目途（全国

100 か所程度）に、このうち、特に高度な救急医療を提供する施設が高度救命救

 
9 厚生労働省「救急医療対策事業調査」（平成 27 年） 
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急センターとして整備してきたが、現在、全国に 300 か所（うち高度救命救急セ

ンター46か所）の施設が指定されている（令和４年７月現在）。 

② 脳卒中や急性心筋梗塞等に対する救急医療 

救命救急センターを有する病院においては、脳卒中や急性心筋梗塞等の専門的

な医療のみならず、重症外傷やその他の複数診療科にまたがる重篤な患者への医

療が提供されてきた。ただし、脳卒中や急性心筋梗塞の医療は、救命救急センタ

ーを有する病院以外の病院等においても行われている。 

今後も、これらの医療機関を含めて、それぞれの疾患の特性に応じた救急医療

体制を構築する必要がある。（脳卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患については、

それぞれの医療体制構築に係る指針を参照のこと。） 

③ アクセス時間を考慮した体制の整備 

救急医療（特に、脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の救命救急医療）におい

ては、アクセス時間（発症から医療機関で診療を受けるまでの時間）の長短が、

患者の予後を左右する重要な因子の一つである。 

従って、特に救命救急医療の整備に当たっては、どこで患者が発生したとして

も一定のアクセス時間内に、適切な医療機関に到着できる体制を整備する必要が

ある。 

なお、アクセス時間は、単に医療機関までの搬送時間ではなく、発症から適切

な医療機関で適切な治療が開始されるまでの時間として捉えるべきである。 

一定の人口規模を目安にしつつも、地理的な配置を考慮して、地理情報システ

ム（GIS※）等の結果を参考に、地理的空白地帯を埋める形で、適切な治療が可能

な救命救急医療機関の整備を進める必要がある。 

なお、救命救急医療を必要とする患者の発生がそれほど見込めない場合や、十

分な診療体制を維持できない場合は、例えば、ドクターヘリや消防防災ヘリコプ

ターで患者搬送を行うといった搬送手段の工夫によりアクセス時間を短縮する等

して、どの地域で発生した患者についても、一定のアクセス時間内に、必要な救

命救急医療を受けられる体制を構築する必要がある。 

今後新たに救命救急医療施設等の整備を進める際には、前記視点に加え、救急

医療に携わる医師の勤務環境への配慮や、一施設当たりの患者数を一定以上に維

持する等して質の高い救急医療を提供することが重要である。 

※ GIS（Geographic Information System） 

地図に相当する地理情報のデータベースと、表示、案内、検索等の機能を

一体とするコンピュータシステムのこと。当該システムの活用により、救急

医療機関までのアクセス時間等を計算することが可能となる。 

④ いわゆる「出口の問題」 

前述の受入医療機関の選定困難事案の原因のひとつに、「ベッド満床」が挙げ

られている。 

その背景として、救急医療機関（特に救命救急医療機関）に搬入された患者が

救急医療用の病床を長期間使用することで、救急医療機関が新たな救急患者を受

け入れることが困難になる、いわゆる救急医療機関の「出口の問題」が指摘され

ている。 

具体的には、急性期を乗り越えたものの、重度の脳機能障害（遷延性意識障害

等）の後遺症がある場合や、合併する精神疾患によって一般病棟では管理が困難

である場合、さらには人工呼吸管理が必要である場合などに、自宅への退院や他

の病院等への転院が困難とされている。 
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この問題を改善するには、高次の医療機関からの必要な転院搬送を促進するこ

とが求められる。例えば、急性期を脱した患者で、重度の後遺症等により在宅へ

の復帰が容易でない患者を受け入れる医療機関や介護施設等と、救命救急医療機

関との連携の強化が必要である。具体的には、受入れ先となる医療機関と患者を

受け入れる際に必要な情報や受入可能な時間帯、搬送方法等についてあらかじめ

共有しておくことが望ましい。緊急性の乏しい転院搬送については、本来、消防

機関が実施するものではないため、医療機関が所有するいわゆる病院救急車、消

防機関が認定する患者等搬送事業者等の民間救急の活用が求められている。また、

地域医療構想による病床機能の分化・連携の取組により、救急医療機関における

患者の重症度・緊急度に応じた役割分担と連携を進めることも重要である。 

また、同様の問題として、救命救急センターを有する病院において、院内の連

携が十分でない等の理由により、急性期を乗り越えた救命救急センターの患者が、

一般病棟へ円滑に転床できずに、救命救急センターにとどまり、結果として救命

救急センターでありながら新たな重症患者を受け入れることができないといった

点も指摘されている。これについても、救命救急医療の機能は病院全体で担う責

任があるという観点から、院内における連携体制を強化していく必要がある。 

⑹ 精神科救急医療体制と一般救急医療機関等との連携 

都道府県は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 19 条の 11 に基づき、

緊急な医療を必要とする全ての精神障害者が、迅速かつ適正な医療を受けられるよ

う、精神科救急医療体制の確保に努める必要がある。都道府県又は政令指定都市は、

精神科救急医療体制整備事業を活用して、精神科救急医療体制連絡調整委員会を設

置し、精神科救急医療施設の確保や円滑な運営を図ってきている。また、精神科救

急情報センターを整備し、救急医療情報センターや救急医療機関や消防機関等から

の要請に対し、身体疾患を合併している者も含め、緊急な医療を必要とする精神障

害者の搬送先医療機関の紹介に努めてきている。あわせて、厚生労働省は、精神科

救急医療体制整備事業の実施要綱に基づき、精神科救急医療圏域単位での精神科救

急医療体制及び身体合併症患者の医療体制の確保に向けた検討を実施するとともに、

関係機関（警察、消防、一般救急等）との研修を通じた相互理解の推進を求めてい

る。 

さらに、自殺対策基本法に基づいて、第３次「自殺総合対策大綱」（平成 29 年７

月 25 日閣議決定）を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進してきた。直近で

は、第４次「自殺総合対策大綱」（令和４年 10 月 14 日閣議決定）が策定され自殺

未遂者の再度の自殺を防ぐために、救急医療施設における精神科医や精神保健福祉

士等の専門職からなるチームによる診療体制、精神科医療機関との診療協力体制等

の充実を図る必要がある。 

 

第２ 医療体制の構築に必要な事項 

１ 目指すべき方向 

前記「１ 救急医療の現状」を踏まえ、個々の役割と医療機能、それを満たす各関

係機関、それら関係機関相互の連携により、病院前救護活動から社会復帰までの医療

が連携し継続して実施される体制を構築すること。 

(1) 医療機関の受診や救急要請の相談に対応することが可能な体制 

① 全国共通番号の電話相談体制（♯7119、♯8000）の整備 

② 地域住民等が電話相談等により、適切な医療機関の受診や救急車の要請ができ

る体制 
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(2) 適切な病院前救護活動が可能な体制 

① 本人・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及び救急蘇生法の実施 

② メディカルコントロール体制の整備による救急救命士等による適切な活動（観

察・判断・処置）の実施 

③ 実施基準に基づく適切な傷病者の搬送及び医療機関の受入れ 

④ 地域住民の救急医療への理解 

(3) 重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制 

① 患者の状態に応じた適切な救急医療の提供 

② 救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備 

③ 必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携体

制 

④ 脳卒中・急性心筋梗塞・重症外傷等の、それぞれの疾患に応じた医療体制 

⑤ 複数診療科の介入を要する症例や診断が難しい症例等、他の医療機関では治療

の継続が困難な救急患者を受け入れる体制 

⑥ 精神疾患を有する患者や障害者、小児、妊婦、透析患者等、特に配慮を要する

患者を受け入れる体制 

⑦ 急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を、医療機能の分化・連携により

地域の他の医療機関に転院させ、又は一般病棟へ円滑に転棟させることができる

体制 

（4） 増加する高齢者救急を受け入れる体制 

① 増加する高齢者救急を主に受け入れる医療機関の位置づけ 

② 特に高齢患者が受診後に安心して生活できるよう、生活上の留意点に関する指

導を行い、必要な支援へつなぐ体制 

(5) 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制 

① 救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者等について、高次の救急

医療施設から適切な医療機関への必要な転院搬送ができる体制 

② 重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療

及び介護サービスが相互に連携できる体制 

③ 地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確にし、

地域で連携したきめ細やかな取組を行うことができる体制 

（6） 新興感染症の発生・まん延時における救急医療 

① 救急患者を受け入れるために必要な感染対策を講じることができる人材を平時

から育成する体制 

② 医療機関において、救急外来の需要が急増した際に外来機能を拡充する方法に

ついて平時から検討する体制 

③ 救急外来を受診しなくても済むよう、電話等による相談体制（♯7119、♯8000

等）及びオンライン診療を実施する体制を平時から充実させ、新興感染症のまん

延により救急外来の需要が急増した際にも対応できる体制 

④ 救急医療機関が、通常の救急患者に対しても適切な医療を提供できるよう、第

二次救急医療機関や第三次救急医療機関及び地域全体において対応できる体制 

⑤ いったん患者を幅広く受け入れ、必要な初療を行った上で、入院が必要な際に

は他の医療機関に転院させる外来機能に特化した医療機関の整備や、患者や医療

人材を集めて対応する大規模な医療機関の整備、第二次救急医療機関や第三次救

急医療機関に患者を分散して対応する体制等、地域の実情に応じて、精神疾患を

有する患者、障害者、小児、妊婦、透析患者等、特に配慮を要する患者を含め患



   

 

85 

者等を受け入れる医療機関をあらかじめ検討し、新興感染症の発生・まん延時、

の患者の受入れに対応できる体制 

 

２ 各医療機能と連携 

前記「１ 目指すべき方向」を踏まえ、救急の医療体制に求められる医療機能を下

記(1)から(5)に示す。 

都道府県は、各医療機能の内容（目標、医療機関等に求められる事項等）について、

地域の実情に応じて柔軟に設定する。 

(1） 医療機関の受診や救急車の要請の相談に対応する機能 

① 目標 

 ・ 患者又は周囲の者が、必要に応じて、居住している地域にかかわらず、速や

かに電話相談窓口等への相談できること 

 ・ 電話相談の実施により、適切かつ速やかな救急要請又は適切な医療機関への

受診が行われること 

② 関係者に求められる事項 

 ア 都道府県 

 ・ 全ての地域の住民が、質の高い相談窓口のサービスを受けられるよう、電話

相談窓口等の整備や周知を実施すること 

(2) 病院前救護活動の機能【救護】 

① 目標 

・ 患者又は周囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇生法を実

施すること 

・ メディカルコントロール体制の整備により、救急救命士等の活動が適切に実

施されること 

・ 実施基準の運用や、空床情報等のデータ共有による医療の見える化により、

傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に行われること 

・ 地域住民の救急医療への理解を深める取組が行われること 

② 関係者に求められる事項 

ア 住民等 

・ 講習会等の受講により、傷病者に対する応急手当、AED の使用を含めた救

急蘇生法が実施可能であること 

・ 傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請を行うこと、

又は適切な医療機関を受診すること 

・ 日頃からかかりつけ医を持ち、また、電話による相談システムを用いて、

適切な医療機関の受診、適切な救急車の要請、他の交通手段の利用等を判断

すること 

・ 人生の最終段階においてどのような医療・ケアを望むかについて日頃から

話し合うこと 

イ 消防機関の救急救命士等 

・ 住民等に対し、応急手当、AED の使用を含めた救急蘇生法等に関する講習

会を実施すること 

・ 脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について関係機関

と協力して住民教育の実施を図ること 
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・ 搬送先の医療機関の選定に当たっては、実施基準や医療機関とのデータ共

有等により、事前に各救命救急医療機関の専門性や空床情報等を把握するこ

と 

・ 地域メディカルコントロール協議会により定められたプロトコールに則し、

心肺機能停止、外傷、急病等の患者に対して、適切な観察・判断・処置を実

施すること 

・ 搬送手段を選定し、適切な急性期医療を担う医療機関を選定し、傷病者を

速やかに搬送すること 

・ 緊急な医療を必要とする精神疾患を有する患者等の搬送に当たっては、精

神科救急情報センターを活用し、精神科救急医療体制と十分な連携を図るこ

と 

ウ メディカルコントロール協議会 

・ 救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事

後検証等によって随時改訂すること 

・ 実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するための

プロトコールを策定し、事後検証等によって随時改訂すること 

・ 医師から救急救命士に対する直接指示・助言する体制が確立されているこ

と 

・ 救急救命士等への再教育を実施すること 

・ ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、地域において定期

的に検討すること 

・ ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の活用に際しては、関係者の連携

について協議する場を設け、ドクターヘリが同時に要請された際や、都道府

県協付近の患者からの要請時における都道府県境を越えた隣接都道府県との

広域連携を含め、効率的な運用を図ること 

・ ドクターカーについて、厚生労働省が実施する調査や、調査に基づき作成

されたマニュアルを参考にしながら、救急医療提供体制の一部として、より

効果的に活用すること 

・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、第二次救急医療機関等の救急医療機

関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が連携・協議する体制を、メディ

カルコントロール協議会等を活用して構築し、より地域で連携したきめ細や

かな取組を進めること 

・ 必要に応じて年間複数回以上協議会を開催すること 

エ 地域の救急医療関係者 

・ 医療関係者、介護関係者は、地域包括ケアシステムやアドバンス・ケア・

プランニング（以下「ACP」という。）に関する議論の場等において、患者の

希望する医療・ケアについて必要な時に確認できる方法について検討するこ

と 

・ 自治体や医療従事者等は、患者や家族等が、人生の最終段階においてどの

ような医療・ケアを望むかについて日頃から話し合うよう促すこと 

・ ACP に関する議論や救急現場における心肺蘇生を望まない心肺停止患者へ

の対応方針等は、例えば、救急医療の関係者や地域包括ケアの医療・介護関

係者、消防関係者等地域の関係者がそれぞれ実施する会議を合同で開催する

ことなどにより、地域の実情に応じ地域の多様な関係者が協力して検討する

こと 
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(3) 初期救急医療を担う医療機関の機能【初期救急医療】 

① 目標 

・ 患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること 

② 医療機関に求められる事項 

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外来診療を行

う。 

・ 救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること 

・ 休日・夜間急患センターの設置や在宅当番医制などにより、地域で診療の空

白時間が生じないように努めること 

・ 病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神科救急

医療体制等と連携していること 

・ 休日・夜間に対応できる薬局と連携していること 

・ 自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療科等について住民等

に周知していること 

③ 医療機関の例 

・ 休日・夜間急患センター 

・ 休日や夜間に対応できる診療所 

・ 在宅当番医制に参加する診療所 

(4) 入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療）の機能【入院救急医療】 

① 目標 

・ 24時間 365 日、救急搬送の受け入れに応じること 

・ 患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること 

② 医療機関に求められる事項 

高齢者救急をはじめ、地域で発生する救急患者の初期診療と入院治療を主に担

う。医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に対する医療等、自施設で対

応可能な範囲において高度な専門的診療を担う。また、自施設では対応困難な救

急患者については、必要な救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う

医療機関等へ紹介する。救急救命士等への教育機能も一部担う。 

・ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師・看護師が常時診療等に

従事していること 

・ その他、医療関係職種が必要に応じて診療の補助業務に対応できること 

・ 救急医療を行うために必要な施設及び設備を有すること 

・ 救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床又は専用病床を有

すること 

・ 救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬入に適

した構造設備を有すること 

・ 急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のリハビリテーションを実施

すること 

・ 初期救急医療機関や精神科救急医療体制等と連携していること 

・ 当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近隣のより適切な

医療機関と連携していること 

・ 第三次救急医療機関や、回復期病床・慢性期病床を有する医療機関等と、患

者を受け入れる際に必要な情報や受入可能な時間帯、搬送方法等についてあら

かじめ共有しておくこと 
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・ 高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有する搬送用

車両等を活用すること 

・ 救急医療情報センターを通じて、診療可能な日時や、診療機能を住民・救急

搬送機関に周知していること 

・ 医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研修を行うこと 

・ 救急医療提供体制の機能向上のため、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床

工学技士、救急救命士等、多職種へのタスク・シフト/シェアを含め、地域の

実情に応じて、救急外来に携わる多職種の業務分担や効率化を進めること 

・ 数年間、受入実績のない救急医療機関については、その位置付けについて見

直しを検討すること 

・ 救急病院等を定める省令（昭和 39 年厚生省令第８号）によって定められる

救急病院であること 

③ 医療機関の例 

・ 病院群輪番制病院、共同利用型病院 

・ 一年を通じて診療科にとらわれず救急医療を担う病院又は有床診療所 

・ 地域医療支援病院（救命救急センターを有さないもの） 

・ 脳卒中や急性心筋梗塞等に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診

療所 

 

(5) 救命救急医療機関（第三次救急医療）の機能【救命医療】 

① 目標 

・ 24時間 365 日、救急搬送の受入れに応じること 

・ 患者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供すること 

② 医療機関に求められる事項 

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複数の診療科

領域にわたる症例や診断が難しい症例等、他の医療機関では治療の継続が困難か

つ幅広い疾患に対応して、高度な専門的医療を総合的に実施する。 

その他の医療機関では対応できない重篤な患者への医療を担当し、地域の救急

患者を最終的に受け入れる役割を果たす。 

また、救急救命士等へのメディカルコントロールや、救急医療従事者への教育

を行う拠点となる。 

なお、医療計画において救命救急医療機関として位置付けられたものを救命救

急センターとする。さらに、救命救急センターの中でも、高度救命救急センター

については、特に高度な診療機能を有し、通常の救命救急センターでは対応困難

な重症外傷等の診療を担う。 

・ 脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科にわたる重篤な

救急患者を、広域災害時を含めて 24 時間 365 日必ず受け入れることが可能で

あること 

・ 集中治療室（ICU）、心臓病専用病室（CCU）、脳卒中専用病室（SCU）等を備

え、常時、重篤な患者に対し高度な治療が可能なこと 

・ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師（日本救急医学会が認定

する救急科専門医等）・看護師が常時診療等に従事していること 

・ その他、医療関係職種が必要に応じて診療の補助業務に対応できること 

・ 高度救命救急センター等の地域の基幹となる救急医療機関は、平時から、重

症外傷等の特に高度で専門的な知識や技術を要する患者へ対応可能な医師・看
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護師等の人材の育成・配置、院内の体制整備を行い、地域における重篤患者を

集中的に受け入れる役割を担う。また、厚生労働省が実施する外傷外科医等養

成研修事業を活用して、テロ災害発生時等における銃創や爆傷等にも対応がで

きる体制を構築すること。 

・ 必要に応じ、ドクターヘリ、ドクターカーを用いた救命救急医療を提供する

こと 

・ 救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、医療機関全体と

してベッド調整を行う等の院内の連携がとられていること 

・ 急性期のリハビリテーションを実施すること 

・ 急性期を経た後も、重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症がある

患者、精神疾患を合併する患者、人工呼吸器による管理を必要とする患者等の、

特別な管理が必要なため退院が困難な患者を転棟、転院できる体制にあること 

・ 第二次救急医療機関や、回復期病床・慢性期病床を有する医療機関等と、患

者を受け入れる際に必要な情報や受入れ可能な時間帯、搬送方法等についてあ

らかじめ共有しておくこと 

・ 高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有する搬送用

車両等を活用すること 

・ 実施基準の円滑な運用・改善及び都道府県又は地域メディカルコントロール

体制の充実に当たり積極的な役割を果たすこと 

・ DMAT※派遣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役割を果たすこと 

・ 災害時に備え、災害拠点病院と同様に自家発電機（備蓄する燃料を含む。）、

受水槽（備蓄する飲料水を含む。）の保有が望ましい 

・ 救急医療情報センターを通じて、診療機能を住民・救急搬送機関等に周知し

ていること 

・ 医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研修を行う体制を有し、研修等

を通じ、地域の救命救急医療の充実強化に協力していること 

・ 救急医療提供体制の機能向上のため、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床

工学技士、救急救命士等、多職種へのタスク・シフト/シェアを含め、地域の実

情に応じて、救急外来に携わる多職種の業務分担や効率化を進めること 

・ 都道府県又は地域メディカルコントロール協議会に医師を参加させるととも

に、救急救命士の気管挿管・薬剤投与等の病院実習や、就業前研修、再教育な

どに協力していること 

・ 救急病院等を定める省令によって定められる救急病院であること 

※ DMAT（災害派遣医療チーム）については、災害時における医療体制の構築

に係る指針を参照のこと。 

 

(6) 救命救急医療機関等からの転院を受け入れる機能【救命後の医療】 

① 目標 

・ 在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの退院を支援すること 

・ 合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供すること 

② 医療機関に求められる事項 

・ 救急医療機関と連携し、人工呼吸器が必要な患者や、気管切開等のある患者

を受け入れる体制を整備していること 

・ 重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症を持つ患者を受け入れる体

制を整備していること 
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・ 救急医療機関等の地域の医療機関と、患者を受け入れる際に必要な情報や受

け入れ可能な時間帯、搬送方法等についてあらかじめ共有しておくこと 

・ 高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有する搬送用

車両を活用すること 

・ 救命期を脱した救急患者で、精神疾患と身体疾患を合併した患者を受け入れ

る体制を整備していること 

・ 生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リハビ

リテーションを含む。）が実施可能であること 

・ 日常生活動作（ADL）の低下した患者に対し、在宅等での包括的な支援を行

う体制を確保していること 

・ 通院困難な患者の場合、薬局、訪問看護事業所等と連携して在宅医療を実施

すること、また居宅介護サービスを調整すること 

・ 救急医療機関及び在宅での療養を支援する医療機関等と診療情報や治療計画

を共有するなどして連携していること 

・ 診療所等の維持期における他の医療機関と、診療情報や治療計画を共有する

などして連携していること 

③ 医療機関等の例 

・ 療養病床を有する病院 

・ 精神病床を有する病院 

・ 回復期リハビリテーション病棟を有する病院 

・ 地域包括ケア病棟を有する病院 

・ 診療所（在宅医療等を行う診療所を含む。） 

・ 訪問看護事業所 

 

第３ 構築の具体的な手順 

１ 現状の把握 

都道府県は、救急医療の体制を構築するに当たって、(1)～(3)に示す項目を参考に、

患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握すること。 

さらに、(4)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握すること。 

なお、(1)～⑶の各項目について、参考として調査名や担当部局を示しているが、

その他必要に応じて調査を追加されたい。 

(1) 救急患者動向に関する情報の収集 

・ 救急搬送患者数（年齢別・性別・疾患別・重症度別）（消防防災主管部局） 

・ 救急車により搬送された入院患者の流入割合、流出割合（患者調査） 

・ 搬送先医療機関（年齢別・性別・疾患別・重症度別、応需率等）（消防防災主

管部局、衛生主管部局） 

(2) 救急医療の医療資源に関する情報の収集 

・ 病院前救護活動（救急救命士の数等）（消防防災主管部局） 

・ 搬送手段に係わる情報（救急車、ドクターカー、ドクターヘリ、消防防災ヘリ

コプター等の活用状況）（消防防災主管部局、衛生主管部局） 

・ 救急医療に携わる施設とその位置（衛生主管部局） 

・ 医療機関の機能（対応可能な疾患・診療科を含む。）と体制（衛生主管部局） 

・ 救急医療機関の人員（衛生主管部局） 

(3) 救急医療連携に関する情報の収集 
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① 救急搬送等 

・ 地域メディカルコントロール協議会の活動状況（協議会の開催頻度、第二次

救急医療機関等の救急医療機関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が参加

した開催回数、事後検証の実施症例数、救急救命士の病院実習の実施状況等） 

・ 救急車で搬送する病院が決定するまでに、要請開始から、例えば 30 分以上、

又は４医療機関以上に要請を行った、一定期間における件数とその原因分析、

全搬送件数に占める割合 

・ 救急要請（覚知）から救急医療機関へ収容するまでに要した平均時間 

・ 救急要請から救命救急センターへの搬送までに要した平均時間 

・ 救命救急センター等の各救急医療機関において、消防機関からの救急搬送受

入要請に対して実際に受け入れた人員の割合 

・ １時間以内に救命救急センターに搬送可能な地域の人口カバー率 

② 救急医療に関連する施設の連携状況 

・ 救急医療機関への搬送手段及び搬送元の分類(現場からの搬送、転院搬送) 

・ 救急医療機関に搬送された救急患者の退院経路 

・ 転棟・転院を調整する者を常時配置している救命救急センターの数 

・ 休日・夜間に対応できる薬局の数 

(4) 指標による現状把握 

別表６に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、

医療計画に記載すること。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考

えられるサービスに関する指標（重点指標）、その他国が提供するデータや独自調

査データ、データの解析等により入手可能な指標（参考指標）に留意して、把握す

ること。 

 

２ 圏域の設定 

(1) 都道府県は、救急医療体制を構築するに当たって、「第２ 医療体制の構築に必

要な事項」を基に、前記「１ 現状の把握」で収集した情報を分析し、重傷度・緊

急度に応じた医療機能を明確にして、圏域を設定すること。 

(2) 医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。 

ただし救命救急医療について、一定のアクセス時間内に当該医療機関に搬送でき

るように圏域を設定することが望ましい。 

(3) 検討を行う場合は、地域医師会等の医療関係団体、現に救急医療・救急搬送に従

事する者、現に精神科救急に従事する者、消防防災主管部局、都道府県又は地域メ

ディカルコントロール協議会、住民・患者、市町村等の各代表が参画すること。 

 

３ 連携の検討 

(1) 都道府県は、救急医療体制を構築するに当たって、患者の重症度・緊急度に応じ

て適切な医療が提供されるよう、また、関係機関の信頼関係が醸成されるよう配慮

すること。 

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係者は、診療

情報（提供可能な救急医療等）の共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共

有に努めること。 
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(2) 保健所は、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の規定に基づき、また、

「医療計画の作成及び推進における保健所の役割について」を参考に、医療連携の

円滑な実施に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互又は医療機関と消防機

関との調整を行うなど、積極的な役割を果たすこと。 

(3) 医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載すること。 

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。 

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めること。 

 

４ 課題の抽出 

都道府県は、「第２ 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「１ 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

地域の救急医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載すること。 

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す

ること。 

 

５ 数値目標 

都道府県は、良質かつ適切な救急医療を提供する体制について、事後に定量的な比

較評価を行えるよう、「４ 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に

応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する時間を設定し、医療計画に記載す

ること。 

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第十一に掲げる諸計画に定められる目標を勘案すること。 

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定すること。 

 

６ 施策 

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、

「４ 課題の抽出」に対応するよう「５ 数値目標」で設定した目標を達成するため

に行う施策について、医療計画に記載すること。 

 

７ 評価 

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載すること。この際、少なくとも施策の進捗状況の評

価については、１年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把

握に用いた指標の状況について、少なくとも６年（在宅医療その他必要な事項につい

ては３年）ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医

療計画を変更すること。 

 

８ 公表 
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都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況

を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策

やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表すること。その際、広く住民に周知を図

るよう努めること。 
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災害時における医療体制の構築に係る指針 

 

災害時における医療（以下「災害医療」という。）については、災害発生時に、災害の

種類や規模に応じて利用可能な医療資源を可能な限り有効に使う必要があるとともに、平

時から、災害を念頭に置いた関係機関による連携体制をあらかじめ構築しておくことが必

要不可欠である。 

本指針では、「第１ 災害医療の現状」で災害医療がどのようなものであるのかについ

て概観し、次に「第２ 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築する

のかを示している。 

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第３ 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また必要となる医療機能を明確に理解した上で、地域の実情に応じて

圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、

最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにすること。 

 

第１ 災害医療の現状 

１ 災害の現状 

災害には、地震、風水害、火山災害、雪害等の自然災害から、海上災害、航空災害、

鉄道災害、道路災害、大規模な事故による災害（事故災害）に至るまで様々な種類が

ある。また、同じ種類の災害であっても、発生場所、発生時刻や発生時期等によって

被災・被害の程度は大きく異なる。 

(1) 自然災害（地震に伴う津波や火事を含む。） 

自然災害の代表的なものとして、地震、風水害、火山災害、雪害等がある。 

① 地震 

我が国においては、木造建築物の多い密集市街地が広い範囲で存在するため、

地震によって大規模火災が発生したり建物が崩壊したりするなど、これまでも多

大な被害が発生してきた。 

昭和 23 年の福井地震の後、死者が一千名を超える地震災害としては、平成７

年１月の阪神・淡路大震災（死者 6,433 名）、平成 23 年 3 月の東日本大震災（死

者 15,893名、行方不明者 2,556名（平成 28年 12月９日現在））がある1。また、

平成 28 年４月 14 日と 16 日に最大震度７の地震が熊本県を中心とした九州地方

に発生し、その被害は死者 49 名、重傷者 345 名、軽傷者 1,318 名（平成 28 年５

月 31日時点）に上った2。さらに、平成 30年９月６日に最大震度７の地震が北海

道胆振地方で発生し、その被害は死者 42 名、重軽傷者 762 名に上った。また、

日本で初めてとなるエリア全域に大規模停電（ブラックアウト）が発生し、道内

全域において最大約 295 万戸が停電、概ね全域に供給できるまで 45 時間程度を

要した3。 

このため、遠くない時期に発生することが懸念されている東海地震、東南海・

南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震はもちろん

のこと、それ以外の地域でも大規模地震の発生する可能性を考慮し、全ての地域

で地震に対する災害医療体制を構築する必要がある。 

 
1 平成 28 年 12 月９日警察庁緊急災害警備本部調べ 
2 厚生労働省「平成 28 年版 厚生労働白書」 
3  内閣府「令和元年版 防災白書」 
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② 風水害等 

近年、短時間強雨の年間発生回数が明瞭な増加傾向にあり、大河川の氾濫も相

次いでいる。令和元年には、相次ぐ台風の接近・上陸により、関東地方や東北地

方を中心に大きな被害が生じた。また、線状降水帯の発生により記録的な大雨と

なった令和２年７月大雨では、九州地方を中心に死者・行方不明者 86 名、負傷

者 77 名、住家被害 16,599 棟の被害が生じた。さらに、令和３年７月の大雨では、

静岡県熱海市の土砂災害を中心に死者・行方不明者 28 名、負傷者 11 名、住家被

害 3,626 の被害が生じ、同年８月の大雨では、西日本から東日本の広い範囲で大

雨となり、九州地方を中心に死者・行方不明者 13 名、負傷者 17 名、住家被害

8,209 の被害が生じた4。このように豪雨災害が毎年発生し、各地で甚大な被害を

もたらしており、今後も、大雨の頻度や熱帯低気圧の強度の増加が予想されてい

る。 

 

＜令和３年度における風水害等の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
内閣府「防災情報のページ 災害情報」 

 

(2) 事故災害 

事故災害として、鉄道災害、道路災害、大規模な火事災害、林野災害等の大規模

な事故による災害等が挙げられる。 

例として、昭和 60 年に発生した日航機墜落事故（搭乗員 524 名中 520 名死亡）

や平成 17 年４月に発生した JR 福知山線尼崎脱線転覆事故（死者 107 名、負傷者

555名）等が挙げられる。 

 

２ 災害医療の提供 

我が国の災害医療体制は、国や自治体が一部支援しつつ、関係機関（救急医療機関、

日本赤十字社、地域医師会、地域歯科医師会、地域薬剤師会、都道府県看護協会等）

において、地域の実情に応じた体制が整備されてきた。 

さらに、平成７年に発生した阪神・淡路大震災を契機に、以下の体制が整備され、

平成 23年に発生した東日本大震災を踏まえて見直しが行われたところである。 

なお、原子力災害、危険物等災害及びテロ等への対策については、関係する法律に

基づき体制整備がなされるものであり、本指針では対象としない。 

(1) 災害拠点病院 

平成８年度以降、災害拠点病院（基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院）の整

備が図られ、令和４年４月現在、全国で 765病院が指定されている。 

 
4  内閣府「防災情報のページ 災害情報」 https://www.bousai.go.jp/updates/index.html 

災 害 名 
死者行方不明

者 
住家被害 

令和３年７月 

 令和３年７月１日

からの大雨 

28名 3,626 棟 

令和３年８月 

 令和３年８月の大

雨 

13名 8,209 棟 

https://www.bousai.go.jp/updates/index.html
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災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を有し、被

災地からの患者の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う。 

「災害発生時における医療体制の充実強化について」（平成 24 年３月 21 日付け

医政発 0321 第２号厚生労働省医政局長通知。以下「災害医療通知」という。）に基

づき、それぞれの災害拠点病院の機能強化を図ることとなっており、同時に指定し

た災害拠点病院が指定要件を充足しているか毎年確認することが重要である。 

なお、地震等の災害時には、外傷、広範囲熱傷、挫滅症候群※等が多く発生する

が、平時においてこれらの診療の多くは救命救急センターが担っていることから、

原則として、災害拠点病院は救命救急センター又は第二次救急医療機関の機能を有

する必要がある。 

※ 挫滅症候群 

身体の一部、特に四肢が瓦礫等により圧迫されると筋肉等が損傷を受け、壊

死した筋細胞からカリウム等が漏出する。その後、圧迫が解除されると、血液

中にそれらが大量に流れ込むことにより、不整脈や急性腎不全等を来し致死的

になる疾患。 

(2) 災害拠点精神科病院 

災害拠点精神科病院は、災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく精神科医療を行うための診療機能を有

し、被災地からの精神疾患を有する患者の受入れ、DPATの派遣に係る対応等を行う。

平成 23 年の東日本大震災では被災した精神科病院から多数の患者搬送が行われた。

また、平成 28 年の熊本地震でも被災した精神科病院から 595 人の患者搬送が行わ

れており、今後想定される南海トラフ地震等の大規模災害においても、同様に多数

の精神科患者の搬送が必要となる可能性がある。一方で、災害拠点病院の有する精

神病床数は約１万床（全精神病床の約３％）であり、精神科病院からの患者の受入

れや、精神症状の安定化等を、災害拠点病院のみで対応することは困難である。 

このため、精神科病院においても、災害拠点病院と類似の機能を有する災害拠点

精神科病院を整備することとし、「災害拠点精神科病院の整備について」（令和元年

６月 20 日付け医政発 0620 第８号厚生労働省医政局長・障発 0620 第１号厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部長通知）により、災害拠点精神科病院については人

口規模や地理的条件、都道府県における精神科医療の提供体制の実態などを考慮し、

都道府県ごとに必要な数を整備することを定めた。 

令和元年度以降、災害拠点精神科病院の整備が図られ、令和５年１月現在、全国

で 38 病院が指定されているが、25 道府県においては、未だ県内において１医療機

関も指定がされていない状況である。 

(3) 災害派遣医療チーム（DMAT：Disaster Medical Assistance Team） 

平成 17 年度以降、災害急性期（概ね発災後 48 時間）にトレーニングを受けた医

療チームが災害現場へできるだけ早期に出向いて救命医療を行うことが、予防でき

る被災者の死の回避につながるとの認識の下、「災害派遣医療チーム（DMAT）」の養

成が開始された。令和４年４月１日現在、15,862名が養成されている。 

DMATの果たす任務と役割は、大地震及び航空機・列車事故等の災害時や新興感染

症等のまん延時において、都道府県の要請に基づき、都道府県庁、航空搬送拠点臨

時医療施設（SCU：Staging Care Unit。以下「SCU」という。）、災害現場、医療施

設等において、本部活動、搬送、医療活動等を行うことである。 

一度に数名から十数名程度の患者が発生する災害では、必要に応じて近隣の DMAT

が災害現場へ入り、トリアージや救命処置等の医療支援を行う。 



   

 

97 

新潟県中越地震（平成 16 年）や尼崎列車事故（平成 17 年）等の規模で人的被害

が発生するような災害では、近隣の DMAT が、災害現場で医療支援を行うことに加

えて、災害拠点病院等の負傷者の集まる被災地域の病院で医療支援を行い、場合に

よっては、患者を近隣地域の災害拠点病院へ搬送する際の医療支援を行う。 

また、東日本大震災（平成 23 年）や平成 28 年熊本地震（平成 28 年）、今後発生

が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

などによって甚大な人的被害が発生するような災害では、これらの対応に加えて、

遠隔地域からも DMAT が被災地域へ入り、被災地域では対応困難な患者を遠隔地域

へ多数広域医療搬送する際の医療支援を行う。 

これまでの DMATの活動実績としては、東日本大震災（平成 23年）において 47都

道府県の DMAT が出動し、被災県に約 380 チームが病院支援や域内搬送、広域医療

搬送を実施した事例や、新潟県中越沖地震（平成 19 年）や岩手・宮城内陸地震

（平成 20 年）において、近隣県から DMAT が出動し、病院支援や現場活動等が行わ

れた事例が挙げられる。 

平成 28 年熊本地震では、４月 14 日の最大震度７の地震の発生時は、熊本県及び

九州地域の DMAT に派遣を要請し、４月 16 日の最大震度７の地震の発生時は、全国

の DMAT に派遣を要請し、計 466 チームが活動5（平成 28 年４月 17 日時点）が出動

した。 

現地において DMAT は傷病者の応急処置を行うとともに、建物の倒壊リスクやラ

イフライン途絶等により、転院搬送が必要となった 10 か所の病院から約 1,500 人

の搬送を行うなど、災害急性期医療に対応した。 

また、令和２年の新型コロナウイルス感染症において、DMAT資格を有する者が、

災害医療の経験を活かして、感染症の専門家とともに、ダイヤモンド・プリンセス

号での対応のほか、都道府県庁の患者受入れを調整する機能を持つ組織・部門での

入院調整や、クラスターが発生した介護施設等での感染制御や業務継続の支援等を

行った。これを踏まえ、令和４年改正法により、災害時の医療に加え、感染症発

生・まん延時に都道府県知事の求めに応じて派遣される人材を国が養成・登録する

仕組みが法に位置づけられ、令和６年４月１日より施行されることとされた。 

都道府県は、改正後の法に基づき、医療機関との間であらかじめ DMAT の派遣に

係る協定を締結するとともに、DMATの研修・訓練等の支援を行うことが必要である。 

また、地域防災計画において DMAT の役割について明示することなどにより、

DMAT活動が円滑に行われるよう配慮することも重要である。 

(4) 災害派遣精神医療チーム（DPAT：Disaster Psychiatric Assistance Team） 

平成 23 年の東日本大震災における精神保健医療活動支援を通じて、指揮命令系

統の改善、被災精神科医療機関への支援の強化等の課題が明らかとなり、平成 24

年度に「災害派遣精神医療チーム（DPAT）」の仕組みが創設され、平成 25 年よりそ

の養成が開始されている。DPATは、都道府県が、被災地に継続して派遣する災害派

遣精神医療チームであり、精神科医師、看護師、業務調整員等から構成される。

DPAT は、「被災地での精神科医療の提供」、「被災地での精神保健活動への専門的支

援」、「被災した医療機関への専門的支援（患者避難への支援を含む。）」、「支援者

（地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等）への専門的支援」等の役割を担う。

 
5 平成 28 年度厚生労働省科学研究補助金 「首都直下型地震・南海トラフ地震等の大規模災害時に医療チー

ムが効果的、効率的に活動するための今後の災害医療のあり方に関する研究」 平成 28 年熊本地震報告書 
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DPAT のうち、発災から概ね 48 時間以内に、被災した他都道府県においても活動で

きるチームを先遣隊と定義している。 

平成 28年の熊本地震においては、全国から被災地に DPATが派遣され、同年 10月

28日までに、41 都道府県から延べ 1,242隊が派遣された。 

また、令和２年から新型コロナウイルス感染症において、DPAT隊員が、災害精神

科医療の経験を活かして、感染症の専門家とともに、ダイヤモンド・プリンセス号

での対応を行っているほか、令和３年度以降も都道府県 DPAT 調整本部等において

入院搬送調整の支援や、クラスターが発生した医療機関等でのゾーニングや感染管

理体制の確立支援、業務継続の支援等を行っている。 

令和５年１月時点では、46都道府県において先遣隊が整備されている。今後の災

害に備え、地域防災計画において DPAT の役割について明示することなどにより、

DPAT活動が円滑に行われるよう配慮することも重要である。 

都道府県は、令和４年改正法による改正後の法に基づき、医療機関との間であら

かじめ DPAT の派遣に係る協定を締結するとともに、DPAT の研修・訓練等の支援を

行うことが必要である。 

(5) 災害支援ナース 

災害発生時における看護ニーズに迅速に対応できるよう、日本看護協会及び都道

府県看護協会において、災害支援ナースの養成を行っている。災害支援ナースは、

被災地域に派遣されて、被災した医療機関における看護業務、避難所の環境整備や

感染症対策、避難所における心身の体調不良者に対する受診支援、医療チームへの

患者の引継ぎ及び救急搬送等の活動を行う。 

災害支援ナースの主な活動実績としては、平成 23 年３月の東日本大震災の際に、

40 都道府県から派遣された延べ 3,770 人が活動を行った実績や、平成 28 年４月の

熊本地震の際に、15都道府県から派遣された延べ 1,688人が活動した等の実績があ

り、災害発生時における看護ニーズへの迅速な対応に貢献している。 

災害支援ナースの登録者数は、令和３年３月末現在で 10,251 人となっている。 

災害支援ナースについては、今後、令和４年改正法による改正後の法に基づき、

医療機関との間であらかじめ災害支援ナースの派遣に係る協定を締結するとともに、

災害支援ナースの研修・訓練等の支援を行うこととすることを検討している。 

今後の災害に備え、地域防災計画において災害支援ナースの役割について明示す

ることなどにより、災害支援ナースの活動が円滑に行われるよう配慮することも重

要である。 

(6) 保健医療活動チーム 

災害が沈静化した後においても、被災地の医療提供体制が復旧するまでの間、避

難所や救護所等に避難した住民等に対する健康管理を中心とした医療が必要となる

ため、様々な保健医療活動チーム（日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十

字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療班、全日本病院医療支援班

（AMAT）、日本災害歯科支援チーム（JDAT）、薬剤師チーム、看護師チーム（被災都

道府県以外の都道府県、市町村、日本看護協会等の関係団体や医療機関から派遣さ

れた看護職員を含む）、保健師チーム、管理栄養士チーム、日本栄養士会災害支援

チーム（JDA-DAT）、日本災害リハビリテーション支援チーム(JRAT)、その他の災害

医療に係る保健医療活動を行うチーム）が、DMAT、DPATとも連携しつつ、引き続い

て活動を行っている。 

特に JMAT は、東日本大震災の際に初めて結成、派遣された医療チームであり、

医師、看護師、事務職員を基本としながら、被災地のニーズに合わせて薬剤師等の
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多様な職種も構成員として派遣される。活動内容としては、主に災害急性期以降の

医療・健康管理活動で、具体的には避難所・救護所等における被災者の健康管理、

避難所の公衆衛生対策、在宅患者への診療、健康管理等である。 

また、被災地における医療提供体制の回復を目的として、被災地の実情に応じた

長期間の支援を行う事も特徴で、東日本大震災では 1,834 日間（平成 23 年 3 月 15

日～平成 28 年３月 21 日）で計 2,763 チーム（延 12,628 名）が、平成 28 年熊本地

震では 104 日間（平成 28年 4月 15日～平成 28年 7月 26日）で計 568チーム（延

2,556名）が被災地において活動した。 

今後、わが国の高齢化の進展とともに、どのような災害においても、高齢者等の

災害時要配慮者の割合が増加することが見込まれ、健康管理を中心とした活動はよ

り重要となる。 

(7) 広域災害・救急医療情報システム（EMIS：Emergency Medical Information 

System） 

災害時の迅速な対応が可能となるよう、医療機関の患者の受入れ可否等の情報、

ライフラインの稼動状況や DMAT の活動状況等の情報を、災害時において一元的に

収集・提供し、関係者間で情報共有する広域災害・救急医療情報システム（EMIS）

が全国的に整備され、平成 26年に全都道府県において導入された。 

EMISについては、過去の災害の経験を踏まえ機能を拡充してきたが、災害時にお

いて有効に活用するためには、平時から医療関係者、行政関係者等の災害医療関係

者が、EMISについて理解し、日頃から入力訓練等を行う必要がある。 

また、実際に災害が起きた際には、被災した医療機関に代わって都道府県や保健

所等が、EMISへの代行入力を行うことが可能であり、地域全体として情報の提供と

収集を行う体制を整備することが重要である。 

(8) 保健医療福祉調整本部 

平成 28 年熊本地震における対応に関して、内閣官房副長官（事務）を座長とす

る平成 28 年熊本地震に係る初動対応検証チームにより取りまとめられた「初動対

応検証レポート」（平成 28 年７月 20 日）において、医療チーム、保健師チーム等

の間における情報共有に関する課題が指摘され、今後、「被災地に派遣される医療

チームや保健師チーム等を全体としてマネジメントする機能を構築する」べきこと

とされた。 

こうした点を踏まえ、各都道府県における大規模災害時の保健医療活動に係る体

制の整備に当たり、保健医療活動チームの派遣調整、保健医療活動に関する情報の

連携、整理及び分析等の保健医療活動の総合調整を行う保健医療調整本部を設置す

ることとした。 

その後、令和３年防災基本計画及び厚生労働省防災業務計画に災害派遣福祉チー

ム等の整備が追加され、令和３年度厚生労働科学研究の「災害発生時の分野横断的

かつ長期的ケアマネジメント体制構築に資する研究」において、保健医療のみでは

福祉分野の対応ができず、保健・医療・福祉の連携が重要であるとされたことを踏

まえ、保健医療調整本部を保健医療福祉調整本部に改めたところである。 

なお、都道府県は様々な保健医療活動チームと協力することが必要であることか

ら、災害時に円滑な連携体制を構築可能にするため、保健医療福祉調整本部の下、

様々な保健医療活動チームとともに訓練を実施し、災害時におけるそれぞれの必要

な役割を確認することが必要である。 

(9) 災害医療コーディネーター 
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災害医療コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに保健所及び市町村が

保健医療活動の総合調整等を適切かつ円滑に行えるよう、保健医療福祉調整本部並

びに保健所及び市町村における保健医療活動の調整等を担う本部において、被災地

の保健医療ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整等に係る助言及び支援を

行うことを目的として、都道府県に任命された者である。 

都道府県は、災害時の保健医療提供体制を効率的に調整するため、都道府県の保

健医療福祉調整本部に配置される都道府県災害医療コーディネーターと保健所又は

市町村における保健医療活動の調整等を担う本部に配置される地域災害医療コーデ

ィネーターの両者を整備することが必要である。 

また、都道府県は、災害医療コーディネーターの配置を進めるとともに、訓練へ

の参加や研修の受講を推進することが重要である。 

なお、厚生労働省では、平成 26 年度より都道府県災害医療コーディネーター及

び地域災害医療コーディネーターの養成研修に必要な経費を補助し、災害医療コー

ディネーターの養成及びその能力向上に努めている。 

災害医療コーディネーターの運用や活動内容については、「災害医療コーディネ

ーター活動要領」（平成 31 年２月８日付け医政地発第 0208 第２号厚生労働省医政

局地域医療計画課長通知）を参照されたい。 

(10) 災害時小児周産期リエゾン 

災害時小児周産期リエゾンとは、災害時に、都道府県が小児・周産期医療に係る

保健医療福祉活動の総合調整を適切かつ円滑に行えるよう、保健医療福祉調整本部

において、被災地の保健医療福祉ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整等

に係る助言及び支援を行う都道府県災害医療コーディネーターをサポートすること

を目的として、都道府県により任命された者である。 

なお、厚生労働省は、平成 28 年度から災害時小児周産期リエゾン養成研修を実

施し、災害時小児周産期リエゾンの養成に努めている。 

災害時小児周産期リエゾンの運用や活動内容については、「災害時小児周産期リ

エゾン活動要領」（平成 31 年２月８日付け医政地発 0208 第２号厚生労働省医政局

地域医療計画課長通知）を参照されたい。  

(11) 災害薬事コーディネーター 

災害薬事コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに保健所及び市町村が

行う保健医療活動における薬事に関する課題解決のため、都道府県が設置する保健

医療福祉調整本部並びに保健所及び市町村における保健医療活動の調整等を担う本

部において、被災地の医薬品等や薬剤師及び薬事・衛生面に関する情報の把握やマ

ッチング等を行うことを目的として、都道府県において任命された薬剤師である。 

各都道府県において、災害薬事コーディネーターの研修事業等を実施し、災害薬

事コーディネーターの養成及びその能力向上に努めている。 

（12） 業務継続計画（BCP） 

業務継続計画（BCP）とは、災害などの緊急時に低下する業務遂行能力（医療機

関の場合は診療機能）について、その影響を最小限に抑え、早期復旧を可能とする

ための準備体制及び方策をまとめたものであり、平成 23 年に発生した東日本大震

災を踏まえて、「災害発生時における医療体制の充実強化について」（平成 24 年３

月 21 日付け医政発 0321 第２号厚生労働省医政局長通知）において、全ての医療機

関に、災害対策マニュアル及び業務継続計画を策定することを求めている。 

また、平成 29 年より、災害拠点病院の指定要件に、業務継続計画（BCP）を整備

することを追加している。 
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業務継続計画（BCP）の策定は、地域における医療機関の役割やライフライン復

旧対策など他機関（行政・消防・関連業者等）との連携・協力が必要な内容を含む

ため、地域防災計画など他のマニュアルとの整合性をとる必要があり、医療機関が

独自に策定するのは困難である場合があることから、厚生労働省は、平成 29 年度

から BCP 策定研修事業等により、全ての医療機関における業務継続計画（BCP）の

策定を支援している。なお、平成 30 年 12 月 1 日時点において、全病院のうち BCP

策定済みの病院は、25％であった。(全病院総数 8,372 病院のうち回答病院数は

7,294病院)6 

 

第２ 医療体制の構築に必要な事項 

１ 目指すべき方向 

前記「第１ 災害医療の現状」を踏まえ、個々の役割と医療機能、それを満たす関

係機関、それらの関係機関相互の連携により、災害時においても必要な医療が確保さ

れる体制を構築すること。 

また、構築に当たっては、地域の防災計画と整合性を図る。 

(1) 災害急性期（発災後 48時間以内）において必要な医療が確保される体制 

① 被災地の医療確保、被災した地域への医療支援が実施できる体制 

② 必要に応じて DMAT及び DPATを直ちに派遣できる体制 

(2) 急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制 

・ 救護所、避難所等における健康管理が実施される体制 

 

２ 各医療機能と連携 

前記「１ 目指すべき方向」を踏まえ、災害医療体制に求められる医療機能を下記

(1)から(3)に示す。 

都道府県は、各医療機能の内容（目標、医療機関等に求められる事項等）について、

地域の実情に応じて柔軟に設定すること。 

(1) 災害時に拠点となる病院 

① 災害拠点病院 

ア 目標 

・ 被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS等を用いて都道

府県災害対策本部等へ共有すること 

・ 災害時においても、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤な救急患

者の救命医療を行うための高度の診療機能を有すること 

・ 患者等の受入れ及び搬出を行う広域医療搬送に対応すること 

・ 自己完結型の医療チーム（DMATを含む。）の派遣機能を有すること 

・ 被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含

め、平時からの備えを行っていること 

イ 医療機関に求められる事項 

基幹災害拠点病院は、都道府県において災害医療を提供する上での中心的な

役割を担う。地域災害拠点病院は、各地域において災害医療を提供する上での

中心的な役割を担う。 

 
6
 厚生労働省地域医療計画課調べ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06012.html 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06012.html
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・ 災害時に多発する重篤な救急患者の救命医療を行うために必要な施設・設

備、医療従事者を確保していること 

・ 多数の患者に対応可能な居室や簡易ベッド等を有していること 

・ 基幹災害拠点病院は病院の機能を維持するために必要な全ての施設、地域

災害拠点病院は診療に必要な施設が耐震構造であること 

・ 被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること 

・ 災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、通常時の６割程度の発

電容量のある自家発電機を保有し、３日分程度の備蓄燃料を確保しているこ

と 

・ 災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備

の整備、優先的な給水協定の締結等により、少なくとも 3 日分の水の確保に

努めること 

・ 浸水想定区域（洪水・雨水出水・高潮）又は津波災害警戒区域に所在する

場合は、風水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止

水対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策を講じ

ること。 

・ 飲料水・食料、医薬品、医療機材等は、流通を通じて適切に供給されるま

でに必要な量として、３日分程度を備蓄していること 

・ 加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材、燃料等について、関係団体と

協定を締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと（た

だし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等※において、災

害拠点病院への対応が含まれている場合は除く。） 

・ 基幹災害拠点病院においては、災害医療に精通した医療従事者の育成（都

道府県医師会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。）の役割を

担うこと 

・ 病院敷地内又は病院近接地にヘリコプターの離着陸場（ヘリポート）を有

していること 

・ EMISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決

めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること 

・ 複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること 

・ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うこ

と 

・ 厚生労働省実施の BCP 策定研修事業等を活用し、実効性の高い業務継続計

画（BCP）を策定すること 

・ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を

実施すること 

・ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、保健所、

日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係団体

の医療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること 

※ 医薬品等の供給確保については、厚生労働省防災業務計画により各都道

府県において策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための

計画」に基づいて体制を整えておくこと 

② 災害拠点精神科病院 

ア 目標 
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・ 被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS等を用いて都道

府県災害対策本部へ共有すること 

・ 災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律に基づく精神科医療を行うための診療機能を有すること 

・ 災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難場所と

しての機能を有すること 

・ DPATの派遣機能を有すること 

・ 被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含

め、平時からの備えを行っていること 

イ 医療機関に求められる事項 

災害拠点精神科病院は、都道府県において災害時における精神科医療を提供

する上での中心的な役割を担う。 

・ 災害時に精神疾患を有する患者の一時的避難に対応できる場所（体育館等）

を確保していること 

・ 重症の精神疾患を有する患者に対応可能な保護室等を有していること 

・ 診療に必要な施設が耐震構造であること 

・ 被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること 

・ 災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有して

いること 

・ 災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備

の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること 

・ 浸水想定区域（洪水・雨水出水・高潮）又は津波災害警戒区域に所在する

場合は、風水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止

水対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策を講じ

ること 

・ 飲料水・食料、医薬品、医療機材等は、流通を通じて適切に供給されるま

でに必要な量として、３日分程度を備蓄していること 

・ 加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と協定を

締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと（ただし、

医薬品等については、都道府県・関係団体間の協定等※において、災害拠点

精神科病院への対応が含まれている場合は除く。） 

・ 災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成（都道府県精神科

病院協会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。）の役割を担う

こと 

・ EMISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決

めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること 

・ 複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること 

・ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画（BCP）の整備

を行うこと 

・ 厚生労働省実施の BCP 策定研修事業等を活用し、実効性の高い業務継続計

画（BCP）を策定すること 

・ 整備された業務継続計画（BCP）に基づき、被災した状況を想定した研

修・訓練を実施すること 
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・ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、保健所、

日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係団体

の医療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること 

※ 医薬品等の供給確保については、厚生労働省防災業務計画により各都道

府県において策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための

計画」に基づいて体制を整えておくこと 

(2) 災害時に拠点となる病院以外の病院 

① 目標 

・ 被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、EMIS等を用いて都道府

県災害対策本部等へ共有すること 

・ 被災をしても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画（BCP）の

整備を含め、平時からの備えを行っていること 

② 医療機関に求められる事項 

・ 災害時には災害時に拠点となる病院とともに、その機能や地域における役割

に応じた医療の提供に努めること 

・ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画（BCP）の整備を

行うよう努めること 

・ 厚生労働省実施の BCP 策定研修事業等を活用し、実効性の高い業務継続計画

（BCP）を策定すること 

・ 整備された業務継続計画（BCP）に基づき、被災した状況を想定した研修・

訓練を実施すること 

・ 診療に必要な施設の耐震化や、自家発電機の整備、燃料の備蓄等を含めた必

要な防災対策を講じるよう努めること 

・ EMISへ登録し、自らの被災情報を被災地内に発信することができるよう備え

ること。また、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めておき、

訓練を行うことでその使用方法に精通していること 

・ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師会

災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医療チーム

と連携をとること 

・ 浸水想定区域（洪水・雨水出水・高潮）又は津波災害警戒区域に所在する場

合は、風水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水対

策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策を講じるよう

努めること 

(3) 都道府県等の自治体  

① 目標 

・ 消防、警察等の関係機関や公共輸送機関等が、実災害時において迅速に適切

な対応がとれ、連携できること 

・ 保健所管轄区域や市町村単位での保健所等を中心とした地域コーディネート

体制を充実させることで、実災害時に救護所、避難所の被災者に対して感染症

のまん延防止、衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルス

ケア等に関してより質の高いサービスを提供すること 

② 自治体に求められる事項 

・ 平時から、災害支援を目的とした DMAT、DPAT の養成と派遣体制の構築に努

めること 
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・ 災害医療コーディネート体制の構築要員（都道府県災害医療コーディネータ

ー、災害時小児周産期リエゾンを含む。）の育成に努めること 

・ 都道府県は、 精神疾患を有する患者、障害者、小児、妊婦、透析患者等、

特に災害時においても配慮を有する被災者に対応できる体制構築について平時

より検討すること 

・ 都道府県によっては、災害時に多く発生が予想される中等症患者を積極的に

受け入れるなど、災害時に拠点となる病院に協力する医療機関について、地域

の救急医療機関を中心に指定し、その取組を促している例もあることから、こ

れも参考に、地域の実情に応じた災害時の医療提供体制を検討すること 

・ 都道府県は、平時より、都道府県防災会議や災害医療関連の協議会等におい

て、災害医療コーディネーターや災害拠点病院を含む地域の医療機関の代表者、

その他地域の災害医療に関する関係者とともに、関係機関の役割・医療機関間

の連携について確認すること 

・ 風水害も含め災害時に医療活動が真に機能するために、都道府県は地域防災

会議や災害医療対策関連の協議会等への医療関係者の参画を促進すること 

・ 都道府県間での相互応援協定の締結に努めること 

・ 災害時の医療チーム等の受入れも想定した災害訓練を実施すること。訓練に

おいては、被災時の関係機関・関係団体と連携の上、都道府県としての体制だ

けでなく、保健所管轄区域や市町村単位等での保健所等を中心としたコーディ

ネート体制に関しても確認を行うこと 

・ 災害急性期を脱した後も避難所等の被災者に対して感染症のまん延防止、衛

生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関して継

続的で質の高いサービスを提供できるよう、保健所を中心とした体制整備に平

時から取り組むこと。「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体制構築に

関わる指針について」（平成 28 年 12 月５日付け医政地発 1205 第１号厚生労働

省医政局地域医療計画課長通知）を基に作成された災害時のドクターヘリの運

用指針に則り、ドクターヘリの要請手順や自地域における参集拠点に関しても

訓練等を通して確認を行うこと 

・ 都道府県を超える広域医療搬送を想定した災害訓練の実施又は参加に努める

こと。その際には、航空搬送拠点臨時医療施設の設置場所及び協力を行う医療

機関との連携確認を行うこと 

・ 都道府県や医療機関は、災害時等において、医療コンテナ等を検査や治療に

活用する。具体的には、災害時の医療提供体制を維持するために医療コンテナ

等を活用し、例えば、仮設診療所の設置や被災した病院施設の補完等を行う。 

・ 都道府県は、平成 26年に改正された消防法施行令（昭和 36年政令第 37号）

により新たにスプリンクラーの設置義務が生じた病院・有床診療所等について、

設置状況を把握し、有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業を活用しつつ

設置義務の猶予期限である令和７年６月 30日までに整備を完了すること。 

 

第３ 構築の具体的な手順 

１ 現状の把握 

都道府県は、災害時の医療体制を構築するに当たって、(1)に示す項目を参考に、

人口、医療資源及び医療連携等について、現状を把握すること。 

さらに、(2)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握すること。 
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(1) 医療資源・連携等に関する情報 

・ 地勢情報、地質情報 

・ 人口分布（時間帯別人口の状況） 

・ 過去の災害発生状況（種別、地域別、件数） 

・ 地域防災計画、管内の各自治体の防災計画、地域のハザードマップ 

・ 他の関係部局における体制（救助、搬送に係るシステム、インフラ） 

・ 医療資源（医療機関、緊急医療チーム） 

・ 医薬品、医療（衛生）材料等の備蓄、供給体制 

(2) 指標による現状把握 

別表７に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、

医療計画に記載すること。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考

えられるサービスに関する指標（重点指標）、その他国が提供するデータや独自調

査データ、データの解析等により入手可能な指標（参考指標）に留意して、把握す

ること。 

 

２ 圏域の設定 

(1) 都道府県は、災害時における医療体制を構築するに当たって、「第２ 医療体制

の構築に必要な事項」を基に、前記「１ 現状の把握」で収集した情報を分析し、

原則として都道府県全体を圏域として、災害拠点病院が災害時に担うべき役割を明

確にするとともに、大規模災害を想定し、自らが被災した場合に医療チーム等を受

け入れる受援体制や、都道府県をまたがる広域搬送等の支援体制からなる広域連携

体制について定めること。 

また、想定する災害の程度に応じ、災害拠点病院に加え、地域の実情に応じ、一

般の医療機関（救命救急センターを有する病院、第二次救急医療機関、日本赤十字

社の開設する病院等）の参画も得ること。 

(2) 検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に災害医療に携わる者、消

防防災主管部局、住民・患者、市町村等の各代表が参画すること。 

 

３ 連携の検討 

(1) 都道府県は、災害時における医療体制を構築するに当たって、受援又は応援派遣、

救命医療及び健康管理の各機能が被災時においても確保されるよう、また、関係機

関の信頼関係が醸成されるよう配慮すること。 

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係者は、診療

情報や、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努めること。 

(2) 保健所は、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の規定に基づき、また、

「医療計画の作成及び推進における保健所の役割について」を参考に、医療連携の

円滑な実施に向けて、地域医師会等と連携して関係機関の調整を行うなど、積極的

な役割を果たすこと。 

(3) 医療計画には、原則として、各機能を担う医療機関の名称を記載すること。 

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。 

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めること。 
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また記載に当たっては下記の点に留意すること。 

① 災害時に拠点となる病院 

災害拠点病院、災害拠点精神科病院については、地勢的・地質的状況、地理的

バランス（分散により、同時に被災する危険性を低下させる場合がある。）、受入

能力、広域医療搬送ルート等を考慮の上、医療計画に記載すること。また、対応

するエリアも明記すること。 

② 航空搬送拠点臨時医療施設（SCU） 

広域医療搬送を想定し、SCU の設置場所及び協力を行う医療機関をあらかじめ

定めること。 

 

４ 課題の抽出 

都道府県は、「第２ 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「１ 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

地域の災害医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載すること。 

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す

ること。 

 

５ 数値目標 

都道府県は、良質かつ適切な災害時の医療を提供する体制について、事後に定量的

な比較評価を行えるよう、「４ 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実

情に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記

載すること。 

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第十一に掲げる諸計画に定められる目標を勘案すること。 

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定すること。 

 

６ 施策 

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、

「４ 課題の抽出」に対応するよう「５ 数値目標」で設定した目標を達成するため

に行う施策について、医療計画に記載すること。 

 

７ 評価 

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載すること。この際、少なくとも施策の進捗状況の評

価については、１年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把

握に用いた指標の状況について、少なくとも６年（在宅医療、医師の確保及び外来医

療に関する事項については３年）ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるとき

は、都道府県はその医療計画を変更すること。 

 

８ 公表 

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況

を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
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やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ

う努めること。 


